
厚生労働省・山口労働局需給調整事業室

労使協定方式を選択する派遣元事業主の皆さまへ

「労働者派遣事業報告書」
～「労使協定」添付のポイント～

派遣元事業主は、法律に基づき毎年６月30日までに 「直近の事業年度の実績および６月１日
現在の状況（※）」 を、「労働者派遣事業報告書」（様式第11号）で報告することが義務づけ
られています。この報告に必要な「労使協定」添付のポイントをご紹介します。

※令和６年は土曜日に当たるため、６月３日（月）現在の状況を報告となります。

１ 労使協定方式を選択している場合は、協定を添付してください

２ 協定対象の派遣労働者の人数は「内数」で記載してください

□ 本年より「労働者派遣事業報告書」（様式第11号）の内容を改正しています。

最新の様式での報告をお願いします。

□ 令和６年６月３日の時点で有効期間中のすべての労使協定を添付してください。
※ 労働者派遣の実績がなかった場合や協定対象の派遣労働者がいなかった場合も、６月３日時点で労
使協定を締結しているときは、添付が必要です。

□ 有効期間中の賃金の額に関する確認書(※1）も添付してください。

※ 労使協定の有効期間中（２年間とした例：Ｒ５年４月１日からＲ７年３月31日）に一般賃金の額が

変更された場合、有効期間中であっても、労使協定に定める派遣労働者の賃金額が変更後の一般賃金

の額と同等以上の額であることが必要です。（「局長通達」別添１及び別添２は、原則毎年一般賃金の
額が改定される見込みです。）

そのことを確認した場合は、「(※1）同等以上の額であることを確認した旨の書面」を労使協定に添
付してください（労使協定を締結し直した場合は、不要です）。

□ 労使協定は、写しを２部添付してください。

□ 派遣労働者と日雇派遣労働者の「賃金額（第３面から第５面）、実人数

（第７面から第９面）」は、協定対象の派遣労働者を内数で記載してください。

３ 協定対象の派遣労働者の賃金の記載が必要です

□ 派遣労働者と日雇派遣労働者の「賃金額（第３面から第５面）は、労使協定を締
結する全ての事業主が、協定対象の派遣労働者の賃金の記載をしなければなりま
せん。

４ 記載すべき職種が労使協定の範囲内であることが原則です

□ 派遣労働者と日雇派遣労働者の「賃金額（第３面から第５面）、実人数（第７

面から第９面）」を記載する職種は、報告対象期間中有効であった労使協定の

範囲内であることが原則です。

（R06.03)

□ 労使協定で具体的に内容を定めず、就業規則や賃金規程などによることとし

ている場合は、労使協定で引用している就業規則や賃金規程になどの該当部

分も併せて添付してください。



よくある協定の違反例 いま一度ご確認ください

どの能力・経験調整指数を用いて一般賃金額を算出しているか
記載がない（「一般賃金額と同等以上にする」のみ記載など）

【労使協定の記載イメージ】

第○ 条 対象従業員の基本給および賞与は、次の各号に掲げる条件を満たした別表２のとおり
とする。

（１）別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と同額以上であること

（２）別表２の各等級の職務と別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の
額との対応関係は次のとおりとすること

Ａランク：10年
Ｂランク：３年
Ｃランク：０年

労使協定に「別表」とあるが、その別表が添付されていない

※赤字下線のような記載がある場合はご注意ください

第○ 条 対象従業員の基本給、賞与および手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般
の労働者の平均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たす別表１に、対象従業員
が勤務する派遣先の事業所所在地に対応する別表２の地域指数を乗じたものとする。

通勤手当などの手当や評価方法について「就業規則（賃金規程
） による」等と記載されているが、この就業規則などが事業報
告の 提出時に添付されていない

※赤字下線のような記載がある場合はご注意ください

第○ 条 教育訓練、福利厚生施設（給食施設、休憩室、更衣室）その他賃金以外の待遇につい
ては、正社員と同一とし、社員就業規則第〇条から第〇条までの規定を準用する。

端数処理の方法が誤っている

一般賃金

・局長通達（別添１または別添２）の数値×地域指数（別添３）をし、１円未満の端数

が生じた場合には、当該端数は切り上げ。また、この額に一般退職金（５％）をさら

に乗じる場合に、１円未満の端数が生じた際、この端数も切り上げることが必要。

例：1,366円(別添１又は別添２)×0.918(地域指数)≒1,254円(1,253.98) 
1,254円×1.05(一般退職金)≒1,317円(1,316.7)

協定対象派遣労働者の賃金
時給換算した結果、１円未満の端数が生じた場合には、当該端数は切り捨て



■働き方改革推進支援センター
社会保険労務士などの専門家が、無料で事業主の方からの労務
管理上の悩みをお聞きし、賃金規程の見直しなどを含めた働き方
改革に向けた取り組みを支援します。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000198331.html

■労使協定の「イメージ」もご覧ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/001046217.pdf

お問い合わせ先 〒７５３ー８５１０ 山口市中河原町６－１６ 山口地方合同庁舎２号館

厚生労働省山口労働局職業安定部 需給調整事業室 ＴＥＬ：０８３－９９５－０３８５

一般退職金の選択肢１を選択しているが、一般退職金と比較し
て いない（単に「退職金の支給は退職金規程による」とのみ記載など）

一般退職金は選択肢１～３のいずれかを労使の話し合いで選択することなどが必要です。
選択肢１ 退職金制度に基づいて退職金を支給する方法（退職金制度の方法）

選択肢２ 退職金の費用を毎月の賃金等で前払いする方法（退職金前払いの方法）
選択肢３中小企業退職金共済制度や確定拠出年金などに加入する方法（中小企業退

職金共済制度などへの加入の方法）

公正な評価規定がない／賃金を改善する規定がない

派遣労働者の職務の内容、成果、意欲、能力または経験などを公正に評価し、その向上が
あった場合に賃金が改善されるものでなければなりません。（労働者派遣法第30条の４第

１項第２号ロおよび第３号）
評価規定は様々なものが考えられますが、公正さを担保する工夫が必要です。

【労使協定の記載イメージ】
（賃金の決定に当たっての評価）
第〇条 基本給の決定は、半期ごとに行う勤務評価を活用する。勤務評価の方法は社員就業規則
第○ 条に定める方法を準用し、その評価結果に基づき、第○ 条の昇給の範囲を決定する。
２ 賞与の決定は、半期ごとに行う勤務評価を活用する。勤務評価の方法は社員就業規則第
○ 条に定める方法を準用し、その評価結果に基づき、別表○ のとおり、賞与額を決定す
る。

（賃金の改善）
第〇条 甲は、第〇条の規定による対象従業員の勤務評価の結果、同じ職務の内容であったと

しても、その経験の蓄積及び能力の向上があると認められた場合には、基本給額の１～

３％の範囲で能力手当を支払うこととする。
また、より高い等級の職務を遂行する能力があると認められた場合には、その能力に

応じた派遣就業の機会を提示するものとする。

「業務内容や能力を待遇に反映させる仕組みができていない」
などのお困りの際は、以下をご参照ください。

■派遣労働者の待遇改善に向けた対応マニュアル
「評価基準・決定プロセスの明確化」などの待遇決定の対応策を
紹介しています

https://www.mhlw.go.jp/content/000874343.pdf

＜マニュアル＞


